



















































































































































































































































Q n n P
第2図
あろうし減少させもするであろう。この確率は，両者とも同じである。それ故，
動の費用がhをどの方向に動かすであろうかということは推測できない。次に，第二図のP。Qが0の両
側にある場合には．移動の費用の減少は．hの減少に致らしめる傾向があることが分かる。その場合h
はkを限度とする。それは，この場合，kはA，　B間の相違に基づぐものであり，仮定から，その相違は
改善されない査交なのであるから，現段階では，これ以上には，不均等を減少させ得ないからである。
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　それ翫第一図と第二図の場合は，A，　B二地点相互に澄ける資源の移動によつて結果する位置的決定
をなすものであると言える。後者の場合には，．A，　B二地点は互いに理想立地外に誇けるものであり，そ
れ臨移動の費用が考慮されるということは，知識の改善を考えれば論外の問題であると言つて差支えな
いであろう。それに対し，前者の場合は，その域内のある一点ではあるが，知識の商題が導入されない限
b，A，　B間に冷げる限界純生産物の価値の純粋な意味での均等化の傾向は得られない。そこで，次の段
階を考慮することが必要となる。
　すなわち，移動の費用が不変として，市場に関する知識が改善される場合の限界純生産物の二地点間の
相違は，もし，完全な知識が普及していたとするならば，n＝hすなhら移動の費用と移動によつて得ら
れる収益が一致するようになるをで．言い換えれば，限界生産力均等の法則が成立する点に凝で至るわけ
である。だがしかし，現在の時点では，未だ知識が不完全な葦交なのであるから，二地点間AからBへの
移動は，一つの場合に限られる。すなわら．A地からB地点va　n＝hの限界を越えて移動させる局面に極
Aるであろうということである。なぜならば，その判断を下すものは，市場に対する知識が未だ不完全な
11であり，n　＝＝　h’の限界が不明なわけであって，経験的に収益Qより増大する方向へ移動させ．一時的
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ぐことによつて減少を示ずものであ
るとする。
　1ず，第一図の場合について考え
’てみよう。
　すなhら，この場合には，P，　Q
が0の片方側にある．それ故，hの
符号は一定であり，MP，　MQの両
変化は，hの値を増大させもするで
　　　　　このような場合には，移
には，その慣性によつ・てn＝hの点を通り越してn＞hの領域va　nで・侵入してし琵うであろうからであ
る。ただ，今の場合　n＞hの方がかえつて限界純生産物の価値の均等化傾向をもたらすであろうという
ことである。逆κ言えぱ，知識がより完全になるとすれば不均等の量は大きぐなるかも知れないというこ
とである。しかし．他方．たとえ不均等は増したとしても，このような事情のもとに澄い’ては・国民分配
分は鰍するということ幌麟れる．それ故，hれ殖力㍉こ糠で螺していた「限界純生産物の均
等が国民分配分を極大に致らしめるであろう」という認識から離れて・次のことが特殊の現象として言い
得るhけである。すなコhち，「無知のために生じたところの障害を無費用で減少させることは・常に国民
分配分を増大させることになる。しかし，そのことによって必ずしも限界純生産物の価値の均等が促進さ
れるとは限らない」　ということである。それ故，市場に対する知識の不完全さκよつ’て生ずるところの
　　　　　　　　　⑱障害は，それが限界純生産物の価値にどのように影響を及ぼそうとも・常に国民分配分の増大を促すもの
であり，前者すlt　hら，移動の費用と定数Kによって与えられ牟限界純生産物の価値の不均等によつて
生ずる影響とは異つた形態をとる，ものであることカ・窺轍る・しかし・hれf°t・は・ピグーが先きに繭
の費用・定数Kの躍・を二つの不均等の原因である・したのに対・h，さらに職の不完全さを第三の障
害として同等の意義を与えることが妥当であろ向と考えるのである。
　さて，これ1で，国民券配分が資源の移動によつて如何κ変更せられるものであるかを見てきたのであ
るが，われわれは，ここで最終的な疑問をぶつけなければならない。それは。いelで「二地点間に語け
る資源の総量は，移動が行なhれる以前κおいても以後に於いても一定で変化しない」ものであるという
仮定のもとに論議を進めてきたということである。ところが，このような前提が，果して保証されるもの
であるかどうかという疑問に対する解答を未だ得’ていないのであつて，この点について触れて語ぐことが
必要であろうと思われる。これは，先きに，A．クールノーtF．エツヂワースによつて指摘されたとこ
ろであり，A．クールノーによれば，もし交通機関が設置され．それ以前のA．　B二地点間に澄いては地
理的な障害のために交涌できなかったような場合に両地点に鉛いて生産された総量が，交涌機関の利用に
4D・・，かえつて全蝿が減少す・のではないか・い・こ・⑳すな坊A地点（B地点との関係は先
きに示した仮定涌り）における生産量の増加とB地点において資源が減少したことによつて生ずる生産量
の減少とが等しぐなるであろうかということである．ここに・生韻の増加あるいは減少というのは・も
し二地点の限界純生産物の価値（価格）が，両者の平均値であつたとした場合の生産量からみて，A地点
倫いては．それよりも評価が低いことによる生産量の鋤ロであり・B地点幽いては・それよ塙いこ
とによる生産量の減少を意味するものであり，需要と供給価格の関係から推測されるものである。そして
上記の等式が成立し得ぬのではなかろうカ・とい擬問は濡難線が一般に凹型であることから窺棟る
のであつて，それ故に，「交涌開発の結果として，使用される労働あるいは新しぐ利用される資本の総量
　　　　　　　　　　　　　」わけである。けれども，このような疑問に対しては・一つの救済が施されよが減少するかも知れない　　　　　　　　　　　⑫1）
う。それは，これらの活動は，人間の本来的な利己心に委ねられていうことである。なぜならば，以上の
ような結果が生ずるでthうと予測されるならば，綿者は決し’て資源の移動を行舳うとはしltいであ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一一889一
ろうからである。それ故，この問題は，先きに示した知識の改善に於ける問題として，実証的な疑問を与
えるものであるκ過ぎないと言えるであろう。
む　す　び
　以上．われわれは，A．C．ピグーの厚生経済学に澄ける国民分配分と移動の問題について概観してき
だのであるが，そこに於いては．社会の厚生全体から経済的厚生を浮かび上がらせ，さらに，それを国民
分配分の概念によって理解し，その上それを社会的限界純生産物に澄いて把握してきたのであつた。そ
して，経済的厚生は．この社会的限界純生産物の価値の関数であるということを得だのであったが．国民
分配分への国民全体の意志（利己心）が決して社会的限界純生産物の価値に直接的に興味を示すものでは
なぐ，もう一つの，それに対する利己心の支配する私的限界純生産物という概念の設定を余儀なぐされた
のであつた。しかし，多ぐの点に澄いて，その両者は分離するκ致り，Aた，それ以外に産菜全体に於け
る限界純生産物の価値の不均等という二つの現象のftめに，国民分配分の極大点を獲得することを得なか
つたのである。そして。われnれは，本稿において問題としているのは後者に関するものであつだ。そし
て，それは交通現象という経済的一一側面であつた。A．C．ピグーにあっては，それは鴬に鉄道，自島車
航空機あるいは船舶による一般的な移動現象ばかりでなぐ，一工場内における動ぎ交でをも把えた包括的
現象であり．それ故にこそ「移動」という一般的な言葉によつて示されていπのであるが，この活動に伴
なう費用の増加は・明らかに国民分配分の増大にとつて大きな障害をもたらすものとして「社会的限界純
生産物の価値の不均等を強める・…　二つ目の要因」として認識されねばならなかつftのである。大き
ぐ移動現象は．交涌機関の発達と共に，その真価を示してきているのではあるが，A．C．ピグーにあつ
て．それは，創造の神が人間に与えた不可避の障害として把らえられたのであった。そし’て，この宿命的
な題材に対して，ここに一つの解決への道を見出すことこそ，ピグーにとつての使命であつだわけなので
ある。それは．移動の問題を知識の問題に対比させることによつて行な二hれたのであった。
　すなfOら．移動を発起する当事者の利己心の自由な活動の源泉は，言うをでもなぐ，この知識の有無に
起因するものであるからである。それ故，　「種々の障害にせよ，これを無費用で減少させるならば…
限界純生産物の価値は。必然的により一層不均等ではなぐなり，国民分配分が一層増大する」であろうと
いう楽観的な考え方に対し，実践的な意味での困難さを示しているものであると言つ’てよいであろう。
　A．C．ビグーに澄いて，社会的厚生の中に経済的厚生を得，そしてそれを国民分配分を涌じ，最終的
に各人の利己心という人間の本来の大前提に至ることによつて．それは明らかに知識という利己心の客観
的材料を経て，経済的厚生が結局は国民全体の厚生を間接的に左右し得るものであるということを暗示し
ているものと言つて差支えないであろう。
　われbれは．以上の分析に対し，狭義的に交涌というもののみを取上げて考えるとき，A．C．ピグー
の指摘する二つの問題点がどのように理解されているかを疑うものである。
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注（！）A．Marshall”Principlbs　of　Eeonomics”eighth　ed孟tion
　1952．P55
　　（2）J．R．Hicks，酒井正三郎訳　「経済の社会的構造」　PP．29～30
　　（3）A．C．Pigou，”The　Economics　of　Welfare”fourth　edition，
　1950．P．10
　　（4）A．C．Pigou，　ttibid”P。11
　　（5）例えば，貨幣では測定し得ない心理的な側面によつて生ずる厚生がある。しかし，A．C．ピ
　グーによれば，両者の関係は
　　第一に，非経済的厚生は所得が獲得される方法によつて変化し，
　　第二に，非経済的厚生は所得が消費される方法によつて変化するのが一般であるとする。なぜならば
　前者の場台．人間の心理的要素は観念的に仕事の環境が生活一般咋大きく作用するという方向に働ぐか
　ちであり，この点は経営管理の一つの問題となるところである。後者の場合には，社会的，倫理的ある
　いは道徳的作用のためκ一定の規範に沿つτ傾向的に決定せられるものである。
　　（6）A．C．Pigou，　ttibid”，　P54
　　（7）A．Marsh。ll，・ibid”，　P454
　　（8）これに対しピグーは「消費の国民所得」　（national　income　of　consumption
　goods）　Zaたは「消費所得」　（tconsumption　income）の名を与尺ている。
　　（9）A．C。Pigou，　ttibid”，　P．82
　　a①A．C．Pigou，　eibid”，　PP．87～89
　　　　　　　　　　　　　　　　　ftaD A．C．Pigou，　ttibid，PP．134～155
　　働A．C．Pigou，　ttibid，’，　P．143
　　a3）私的限界純生産物と社会的限界純生産物の分離と費用逓減逓増の法則との関係にっいては，
　G．F．Shove，　”Varying　Cost　and　Marginal　Net　Products，　Economic
　Journal，　June，1928”に詳しい。
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